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New transportation infrastructure is vital 
to harness these two potential sources of 
growth. At the top of the list is the classic 
form of economic infrastructure: railways. 

The continent is a huge landmass, well 
suited to railroads. Yet during the past half-
century Africa’s rail network, never very 
extensive, has shrunk. Even the United 
States, a huge landmass with relatively low 
population density, has one kilometer of 
track for every 43 square kilometers of land. 
By contrast, Nigeria, home to one-fifth of 
the population of sub-Saharan Africa and 
one of its most densely populated coun-
tries, has but one kilometer of rail for every 
262 square kilometers. Nigeria is not atypi-
cal: by radically reducing transportation 
costs, railways could open up vast tracts of 
Africa to economic opportunities, especially 
in agriculture and mining, which many 
countries are relying on for future growth. 
The continent needs a decade of massive 
investment in rail networks. 

Politics at play
Railways are hardly technologically chal-
lenging. They represent the oldest continu-
ous industrial technology. Africa’s lack of 
railways compared with other regions is pri-
marily a consequence of politics. Although 
railways are technologically simple, they are 
politically complicated—for three funda-
mental reasons:
• Railways are a primary example of a 

network industry. The key feature of a net-
work industry is that its operations are so 
interconnected that it is more efficient to 
run it as a single entity. This presents an 
unavoidable role for public policy: how to 
manage a monopoly provider in the pub-
lic interest. 
• They are a classic example of high fixed 

costs relative to operating costs. In the par-
lance of economics, the marginal cost—the 
cost of producing one more unit—is well 
below the average cost. For social efficiency, 
prices should be set around the marginal 
cost, but for an activity to be commercially 
viable prices must at least equal the aver-
age cost. This tension in pricing calls for a 
political solution: typically either a subsidy 
from the government or cross-subsidization 
from users who are not very price sensitive to 
those who depend on cheap rail service. 
• The mainland continent of Africa 

is split into so many countries that inevi-
tably rail lines need to be international, 
especially because many of the countries 
that would benefit most are landlocked. 
Yet a transnational network investment is 
potentially at risk from each national pol-
ity. Indeed, each time rolling stock crosses 
borders a valuable asset moves into a new 
jurisdiction. 

Because African governments have 
yet to tackle these three political chal-
lenges, the African rail network remains 
inadequate. 

Organizing a network industry
Railways are not the only network industry. 
Telephone service and electricity are other 
important examples. In Africa phone net-
works are usually provided by the private 
sector but subject to regulation; electricity 
is usually in the public sector and run as a 
public monopoly. A rail network could be 
run under either of these models. However, 
in Africa public ownership and management 
of the rail network is unlikely to be the best 
approach. Governments have so many other 
pressing needs that they cannot afford to 
finance the huge cost of a rail network—new 
or rehabilitated. Furthermore, African gov
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奪われた夢 
今日の若者の運命は、我々の力で世界経済を軌道に乗せることができる
かで決まるだろう。

ストレート・トーク

 1年ほど前、チュニジアの青年、ムハンマド・ブアジ
ジが行商用の屋台を押収されたことに抗議するた
め焼身自殺を図った。彼の行為は単に国内革命を
触発したのではない。この命がけの行動は、より広範
な「アラブの春」へとつながる一連の反政府デモを
起こす引き金となったのだ。「チュニジアのこの青年
が世界を変えたのは、彼が失業したからではなく、夢
を奪われたからだと思う」
　こう述べたのは、昨年9月に開かれたIMFセミナー
に出席していたケニア出身の若い起業家だった。こ
の発言は私の心に克明に刻まれた。仕事をしたくて
も就職先のない若者が究極的に支払うかもしれな
い甚大な代償を代弁していたからだ。すなわち、それ
は未来と夢を失った若者の絶望感を物語っていた。 

失われた世代
　世界金融危機では、若者は罪のない傍観者だっ
た。しかし、現在の情勢を招いた政策の誤りに、最も
深刻な代価を支払うのは、こうした若者たちだ。彼ら
は、近年に累積された債務の履行のために税金を
払わなければならない。さらに、世界経済は悪化す
るユーロ問題に脅かされ、特に欧州の一部の国で
は失業率が依然として上昇し続けている。この影響
を最も受けるのは、15～24才の若者である。若者の
間の失業率は複数の国々でかつてない高水準に達
している。 
　適切な政策が施行されない限り、向こう10年間
の成長のみならず、一つの世代が失われる危険性が
ある。 
　次の状況を考えてみよう。スペインとギリシャで
は、就職できない若者が半数近くに上る。中東では、
若者の失業率は、ヨルダン、レバノン、モロッコ、チュ
ニジアで失業者全体の40％以上、シリアとエジプト
では60％近くに達する。また元来、雇用創出で堅実
な実績をもつ米国でも、若者の間の失業率は18％
以上に及ぶ。 
　若者は、それ以外の労働者より景気後退期に痛
手を受けやすい。経済成長が減速すると、若者の失
業率が増大する。労働市場に参入したばかりの若
者は、それでなくでも大きな障害に直面している。そ
の一例として、若者は特定の職種での経験が浅いた
め、往々にして訓練（OTJ）を受ける必要があること

が挙げられる。また景気後退局面になると、若者はそ
の影響を多分に受けがちだが、景気が回復しても企
業は経験の浅い人 を々雇いたがらない。純粋な経済
的見地に立っても、熟練労働者をレイオフするのは
コスト高であるため、企業にとっては若者の方が解
雇しやすい。こうした要因は、2008年の世界経済危
機以降に特に顕著に現れているようにみえる。 
　若者の失業は、人的資本の減少あるいは喪失を
招くため、経済成長に長期的な影響を与える。だが、
それ以外にも数多くの影響を、失業した個人と社会
全体の両方に及ぼす。 
　以下はその一例である。 
　経済にかかるコストの増大：　若者の失業は、失
業保険などの給付金の増大、所得税の減収、生産
能力の無駄使いという結果を招く。 
　頭脳流出：　若者の失業は、海外移住者の増大
につながることが多い。この現象はすでにアイルラン
ドとアイスランドで顕在化し、多くの中東諸国では長
期にわたり定着している。危機の打撃を受けた多く
の国では、深刻な景気後退期になると、労働者の海
外移住が伝統的に行われている。 
　犯罪率の増加：　失業率の上昇は犯罪率の増加
に結びついてきた。 
　終身所得の減少： 若者の失業は、減収という形
で中年期に至るまで影響を及ぼし、「所得の傷跡」を
残す。失業期間が長いほど、この傷跡は大きい。 
　寿命の短縮：　より一般的に、失業は寿命の短縮
に結びついてきた。後に心臓麻痺を起こす可能性や
自殺の割合も高くなっている。 

ネマト・シャフィクは国際通貨
基金の副専務理事である。
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IMFへの教訓 
　その対策として何が可能なのか。そしてIMFはいかにして支援できる
のか。前述のセミナーで、参加者の一人が、IMFは若者と失業という問
題に関心があるのかと私に尋ねた。 
　IMFのマンデートはマクロ経済の世界的安定性を確保することだ
が、経済の安定といっても、それが若者の失業率に重大な影響を及ぼ
すものであったり、その逆であったりと、実際には多くの局面がある。 
　例えば、昨年の「アラブの春」での出来事は、IMFにとって重要な教
訓を含んでいる。2010年以前、中東諸国の大半はかなりの経済成長
率を達成してきた。チュニジアやエジプトなどの国々は、革命が起きる
直前までの3年間に年間平均3～5％の伸びを示してきた。これらの国
々は表面上、かなり成功しているように見受けられた。だが、こうしたデ
ータを超えて、貧富の差の拡大や蔓延する失業を考慮に入れると、水
面下で深刻な問題がうごめいているのは極めて明白だった。 
　従って、集計された数値を見るだけでは不十分であり、こうした数値
の根底で起きている事象に目を向けなければならないのだ。ある国で
こうした事象を経た結果、革命が起きるのであれば、それはマクロ経済
の安定性にとってマイナスなのは明らかだ。 
　IMFの業務はそれまで雇用問題に傾注してこなかった。この重要な
分野で具体的なマンデートを掲げる他の機関と協働しているのは、まさ
にそのためでもある。IMFは国際労働機関（ILO）と強力なパートナー
シップを結んでいるほか、雇用創出のためになるマクロ経済政策につ
いてより深く理解するための知識を習得してきた。また、より実務的なレ
ベルでは、雇用創出の促進で政府や、組合、民間部門を支援できる戦
略の立案において、一部の国でILOと共同作業を展開してきた。 
　IMFはまた、世界、地域、国レベルで様 な々労働組合と活発な対話
を進めている。例えば、国際労働組合総連合とは定期的に連絡をとり、
経済協力開発機構（OECD）の労働組合諮問委員会とも相互に関わ
ってきた。IMF加盟国へのミッション全体のおよそ80％は、当該国の労
働市場での出来事をより深く理解するため、労働組合の代表と会合を
開いている。 
　しかし若者の失業率削減の面でIMFができる最大の貢献は、加盟
国の経済成長を回復するための支援を行うことである。経済が回復す
ればこそ失業率の改善が可能になるからだ。 

雇用創出へのロードマップ
　雇用を破壊するのではなく生み出すような世界経済を取り戻すには
数々の方策を進める必要がある。 
　米国や欧州の先進国では、需要不振という問題が存在する。2008
年の危機発生以来、先進国政府は、不況を回避するために公共支出
の拡大を図ってきた。これは功を奏したものの、将来に対する懸念は
今もって消えていない。需要を押し上げるための支援に一層の力を注
ぐことは、今後の信認回復のための政策と共に、不可欠となる。その一
方、若者の技能を維持し、一段と強化するために希少な財政資源を利
用する必要がある。 
　また、欧州の多数の国では、これまで長く続いてきた構造上の特性
も、若者の雇用面での障害となっている。それは、製品市場と労働市場
の構造が多分に、内部で働く労働者や企業自体を保護するようになっ
ているからだ。こうした国内市場での競争の欠如により、結局、国際市
場での競争力が弱まり、成長と雇用創出が阻害されているのだ。IMF

は、加盟国との政策対話の一環として、労働市場の細分化緩和、競争
上の障壁削減（特に、サービス部門）、成長志向の税制改革の実施、教
育・研究開発への取り組み拡大を目指す施策を推奨している。こうした
施策は明らかに各国固有の環境に適応させる必要があるが、できるだ
け早急に実施することが極めて重要となる。 
　新興経済国はまた別の話である。これらの国は、力強く成長し、少な
くとも最近までは、一部で過熱の危険すらあった。主に対外収支の黒
字国を中心とする一部の国は、内需を刺激し、先進国の製品を含め、
海外で製造された商品をより多く購入することで、世界的失業率と若
者の失業率の解決に貢献できる。 
　一方、低所得国は、2008年以降、危機を比較的無難に乗り切った
が、その過程で多額の財政資源を費やした。そのため、財政バッファー
の立て直しが現在の課題であり、そうすることで、世界環境が悪化した
場合でも、雇用の維持と、保健、教育、インフラなどの優先分野への支
出の転換が可能になる。 

円滑な与信活動の回復 
　雇用創出に大切なもう一つの要素は信用へのアクセスである。米国
と欧州での現行の問題は、銀行が貸し渋りを行っていることだ。米国
では、依然として続く住宅市場の危機が与信の伸びに水を差している。
欧州では、銀行がソブリン債という大型のリスクにさらされている。その
対応として貸付条件の引締めが行われてきたが、そうなると、起業向け
貸付が減少し、若い起業家が真っ先にその影響を被るのは驚くに当た
らない。 
　銀行資本の増強と、より広義な意味で信認の回復が重要なのは、ま
さにそのためであり、そうすることで、金融機関は貸付という本来のビジ
ネスに戻り、成長に貢献できるのである。 
　途上国では、多数の銀行が貸付を行っているが、特に若者や未来の
起業家など、人口の広い層に貸付が浸透していない。そのため、信用へ
のアクセス拡充は、雇用にとって極めて重要となる。 

行動の呼びかけ 
　世界各地の何百万人もの若者にとって、2012年は未来を賭けた年
である。我々が、世界経済を回復の軌道に乗せることができなければ、
未来が損なわれ、より多くの夢を奪うことになるだろう。若者の失業問
題を解決するには、雇用創出や信用回復を支援する政策と共に、世界
の成長回復が不可欠なのである。そして、国際的な協調なしには、これ
らのいずれも達成することはできないのである。 ■ 


